
（参考１－別添７）

札内川第二地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域：北海道帯広市、中札内村、更別村、幕別町

(2) 受 益 面 積：11,790ha

(3) 事 業 目 的：用水改良 11,790ha、排水改良 3,350ha

(4) 主要工事計画：頭首工 1箇所（新設：札内川第一地区との共同工事）

用水路 96路線 424km（新設）

排水路 6路線 16km（改修）

(5) 国 営 事 業 費：43,000百万円(平成23年度時点 46,539百万円)

(6) 工 期：平成 8年度～平成27年度予定

(平成 8年度～平成24年度 工事期間)

(平成25年度～平成27年度 施設機能監視期間)

2.投資効率の算定
区 分 算 定 式 数値（千円） 備 考

総事業費 ① 70,108,193

年総効果額 ② 4,782,038

廃用損失額 ③ － 廃止する施設の残存価値

総合耐用年数 ④ 37年 当該事業の耐用年数

還元率×(1+建設 ⑤ 総合耐用年数に応じ年総効果額から妥

利息率） 0.0586 当投資額を算定するための係数

（T＝19年）

妥当投資額 ⑥＝②/⑤－③ 81,604,744

投資効率 ⑦＝⑥/① 1.16

3.年総効果額の総括
区 分

年総効果額 効 果 の 要 因
効果項目 （千円）

作 物 生 産 効 果 2,406,531 畑地かんがい、排水改良に伴う作物生産量増加

品 質 向 上 効 果 142,894 畑地かんがいによる作物等級向上

営農経費節減効果 2,260,353 畑地かんがい等による機械経費等の節減

維持管理費節減効果 △126,177 用排水施設の維持管理費の増減

更 新 効 果 98,437 排水施設の整備による従前の農業生産の維持

計 4,782,038

廃 用 損 失 額 － 廃止する施設の残存価値（該当なし）
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4.効果額の算定方法

（１）作物生産効果
○効果の考え方

畑地かんがい用水の新規供給及び排水改良の実施により、用水供給やほ場条件の改善が図られ

ることによって、作物の単位面積当たり収量が増加（単収増加効果）する効果。

○対象作物

小麦、ばれいしょ、てんさい、大豆、小豆、いんげん、だいこん、にんじん、ごぼう、

スイートコーン、青刈りとうもろこし、牧草

○年効果額算定式

生産増減量×生産物単価×純益率

○年効果額の算定

作 作 付 面 積 (ha) 効 果 単収増 増 加 単価 増 加 純 年効果額
物 生産量 粗収益 益

(kg/10a) (t) (千円) (千円)名 現 況 計 画 増 減 要 因 率(千円/t )

① ② ③=②-①小
1,396 1,396 －

麦
⑨＝⑦×⑧単収増 ④(増) ⑤＝②×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥ ⑧

20 35 7 158 1,106 83 918(水害防止)

⑨＝⑦×⑧単収増 ④ ⑤＝②×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥ ⑧
－ － － 158 － 83 －( 乾 畑 化 1 )

⑨＝⑦×⑧単収増 ④(増) ⑤＝②×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥ ⑧
346 52 180 158 28,440 83 23,605( 乾 畑 化 2 )

⑨＝⑦×⑧単収増 ④(増) ⑤＝②×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥ ⑧
1,396 － － 158 － 83 －( 畑 か ん )

計 24,523

① ② ③=②-①ば
れ 1,308 1,308 －

畑 い
④(増) ⑤＝②×④し 単収増

ょ 19 242 46(水害防止)

④ ⑤＝②×④単収増
－ 1,489 －( 乾 畑 化 1 )

④(増) ⑤＝②×④単収増
325 744 2,418( 乾 畑 化 2 )

④(増) ⑤＝②×④単収増
1,308 1,175 15,369( 畑 か ん )

計 17,833

⑨＝⑦×⑧(種子用) ④ ⑤＝②×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥ ⑧
145 1,962 68 133,416 78 104,064

⑨＝⑦×⑧(食・加用) ④ ⑤＝②×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥ ⑧
756 10,343 69 713,667 78 556,660

⑨＝⑦×⑧(澱源用) ④ ⑤＝②×④ ⑥ ⑦＝⑤×⑥ ⑧
407 5,528 12 66,336 79 52,405

1,308 計 17,833 713,129

総
2,406,531計

-2-



-3-

※主な作物を事例として示す。その他の作物も含めた詳細については「札内川第二地区の事業の

効用に関する詳細」を参照

・作 付 面 積：受益面積の変動分（農地転用除外分）を、国営札内川第二土地改良事業計画書

の作物別面積割合をベースに按分して算定。

・単 収：現況単収を最近5ヵ年の統計単収に置換。
・生産物単価：農林水産統計等による最近5ヶ年の販売価格に消費者物価指数を反映した価格。
・純 益 率：経済効果測定に必要な諸係数通知による標準値等を使用。

（２）品質向上効果
○効果の考え方

畑地かんがいを行うことにより、取扱価格の高い上位規格へ収穫作物の品質が向上する効果。

○対象作物

だいこん、にんじん、ごぼう、スイートコーン

○効果算定式

効果発生量×品質向上による単価上昇額

○年効果額の算定

効果発生 計画単収 効果 生産物単価 年効果額

(千円/t)面積 発生量

(ha) (kg/10a) (t) (千円)作物名 効果要因

現況 計画 上昇額
① ② ③=①×② ④ ⑤ ⑥=⑤-④ =③×⑥

だいこん 203 6,110 12,403 56 60 4 49,612畑地かんがい

にんじん 203 4,702 9,545 71 74 3 28,635畑地かんがい

ごぼう 203 2,909 5,905 133 141 8 47,240畑地かんがい

スイートコーン 78 1,717 1,339 121 134 13 17,407畑地かんがい

総計 142,894

・効果発生面積：受益面積の変動分（農地転用除外分）を、国営札内川第二土地改良事業計画

書の作物別面積割合をベースに按分して算定。

・計 画 単 収：現況単収を最近5ヵ年の統計単収に置換。

・現 況 単 価：農林水産統計による最近5ヶ年の販売価格に消費者物価指数を反映した価格。

。・計 画 単 価：国営札内川第二土地改良事業計画書の計画単価を消費者物価指数で補正した
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（３）営農経費節減効果
○効果の考え方

畑地かんがい用水の新規供給により、かん水に係る作業が発生するが、防除用水運搬が不要と

なり効率化が図られる。また、排水改良によりほ場内の作業効率の向上が図られ作物生産に要

する経費が節減される効果。

○対象作物

小麦、ばれいしょ、てんさい、大豆、小豆、いんげん、だいこん、にんじん、ごぼう

スイートコーン、青刈りとうもろこし、牧草(乾草、放牧、更新、追肥)

○効果算定式

（現況単位面積当り営農経費－計画単位面積当り営農経費）×効果発生面積

○年効果額の算定

算定例：大区画乾畑(用水不備)→大区画乾畑(用水完備)

大区画湿畑(用排水不備)→大区画乾畑(用排水完備)

ha 当 た り ha当たり 効果発生 年効果額
作物名 営農経費 節減額(円) 面積

労働費(円) 機械等計費(円) (ha) (千円)⑤=(①+③)

-(②+④) ⑥ ⑦=⑤×⑥現 況① 計 画② 現 況③ 計 画④

小麦

78,560 22,880 308,647 98,252 266,075 1,050 279,379(乾→乾)

82,560 22,880 339,130 98,252 300,558 346 103,993(湿→乾)

ばれいしょ

185,920 127,200 473,523 234,084 298,159 983 293,090(乾→乾)

213,440 127,200 546,038 234,084 398,194 325 129,413(湿→乾)

総計 2,260,353

※主な作物を事例として示す。その他の作物も含めた詳細については「札内川第二地区の事業の効

用に関する詳細」を参照

・現況経費（①,③ ：国営札内川第二土地改良事業計画書を基に 「土地改良事業の費用対効） 、

」 。果分析に係る諸係数・単価 に示す消費者物価指数により補正している

・計画経費（②,④ ：国営札内川第二土地改良事業計画書を基に 「土地改良事業の費用対効） 、

」 。果分析に係る諸係数・単価 に示す消費者物価指数により補正している

・効果発生面積 ：受益面積の変動分（農地転用除外分）を、国営札内川第二土地改良事業

計画書の作物別面積割合をベースに按分して算定。



-5-

（４）維持管理費節減効果
○効果の考え方

、 、 、 。土地改良施設の新設 改修 廃止により 従前に要していた施設の維持管理費が増減する効果

○対象施設

頭首工、用水路、導水路、排水路

○効果算定式

現況維持管理費－計画維持管理費

○年効果額の算定

現状維持管理費 計画維持管理費 年効果額(千円)
備 考

(千円) ① (千円) ② ③=①-②

2,950 129,127 △126,177

・現況維持管理費（① ：国営札内川第二土地改良事業計画書を基に 「土地改良事業の費） 、
用対効果分析に係る諸係数・単価」に示す支出済費用換算係数に
より補正している。

・計画維持管理費（② ：国営札内川第二土地改良事業計画書を基に 「土地改良事業の費） 、
用対効果分析に係る諸係数・単価」に示す支出済費用換算係数に
より補正している。
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（５）更新効果
○効果の考え方

老朽化した土地改良施設を更新することにより、現況施設の機能及び従前の農業生産が維持さ

れる効果。

○対象施設

排水路１０条

○効果算定式

最経済的事業費×還元率

○年効果額の算定

最経済的 還元率 年効果費
対 象 施 設 事業費 (千円) 備考

(千円) ① ② ③=①×②

駒畠排水路 382,025 0.0736 28,117 耐用年数20年

南駒畠排水路 14,251 0.0736 1,049 耐用年数20年

北駒畠排水路 57,354 0.0505 2,896 耐用年数40年

イタラタラキ排水路 240,772 0.0736 17,721 耐用年数20年

第3イタラタラキ排水路 191,258 0.0736 14,077 耐用年数20年

上更別排水路 437,498 0.0505 22,094 耐用年数40年

駒畠第1支線排水路 35,751 0.0505 1,805 耐用年数40年

駒畠第2支線排水路 54,617 0.0505 2,758 耐用年数40年

南駒畠第1支線排水路 122,075 0.0505 6,165 耐用年数40年

イタラタラキ第1支線排水路 34,757 0.0505 1,755 耐用年数40年

合計 1,570,349 98,437

・最経済的事業費（① ：現況施設と同じ機能を有する施設を再建設する場合の事業費。）
国営札内川第二土地改良事業計画書を基に 「土地改良事業の費、
用対効果分析に係る諸係数・単価」に示す支出済費用換算係数に
より補正するとともに、国営実施済み施設においては実績事業費
を採用している。

・還元率（②） ：各施設の耐用年数と割引率を基に算出される係数。

（６）廃用損失額（該当なし）
○考え方

廃止、改修を行う施設のうち、耐用年数が尽きていない施設については、廃止、改修によって

施設の有する残存価値が失われる。この価値を廃用損失額（デッドコスト）として算定。

地区内の排水路改修路線は全て耐用年数を超過しており、廃用損失額は発生しない。
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4.評価に使用した資料

【共通】

・農林水産省構造改善局計画部(監修)(1988)「[改訂]解説土地改良の経済効果」大成出版社

【費用】

・当該事業費及び関連事業費に係る一般に公表されていない緒元については、北海道開発局帯広

開発建設建設部十勝南部農業開発事業所調べ（平成22年）

【便益】

・北海道開発局（平成10年度 「国営札内川第二土地改良事業計画書」）

・北海道農政事務所（平成14年～平成21年 「農林水産統計年報」農林水産統計協会）

・農林水産省農村振興局整備部（平成23年6月及び平成23年5月 「土地改良事業の費用対効果分）

析に係る諸係数・単価」北海道開発局農業調査課

・効果算定に必要な各種緒元については、北海道開発局帯広開発建設部十勝南部農業開発事業所

調べ（平成22年）


















